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心のつながりを育む
コミュニケーション支援

安心して暮らせるための
生活支援

グローバル化への対応と
共生社会づくりの推進

日本語教育の推進

地域日本語教室

オンライン教室

ICTを活用した多言語情報発信

SNSによる情報発信

やさしい日本語の普及

職員向けの講座開催

市民向けの講演会等の開催

相談窓口の充実

オンライン相談

生活オリエンテーションの実施

テーマ別相談会、勉強会の開催

ライフステージに応じた支援

子育て支援

学校就学支援

就労支援

福祉支援

災害への備え

避難所における外国人支援マニュアルの作成

防災意識の啓発

人権尊重の意識啓発

イベントや講習会の開催

国際視野の養成

中学生海外派遣事業

国際理解教育、英語教育

友好都市との交流

多文化共生の担い手の育成

多文化共生協力隊

多文化共生サポーター認証制度

地域イベント等の協力要員

第３次上尾市多文化共生推進計画（案）

New!

New!

New!

New!

New!

New!

基本理念 ①国籍や文化の違いを越えて、互いに理解し、支え合う共生のまちづくり
②互いを認め合い、ともに創る、ともに輝く共生のまちづくり

基本方針

基本施策
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基本方針について

ことばの壁

制度の壁

こころの壁

①外国人が直面している課題

コミュニケーション
支援

共生社会づくり
の推進

生活支援
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基本方針について

②国の施策 外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ

コミュニケーション
と日本語教育

ライフステージに
応じた支援

共生社会の
基盤整備
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基本方針について

③埼玉県の動向
○埼玉県多文化共生推進委員を設置（平成２０年度）

○埼玉県多文化共生推進プラン策定（平成２９年度）

○埼玉県日本語教育の推進に関する基本方針を策定（令和３年度）

○（第2次）埼玉県多文化共生推進プラン策定（令和４年度）

情報提供
と日本語教育

安心・安全な暮らし
の確保

多文化共生の地域づくり

「埼玉県多文化共生推進プラン」

(令和４年度～令和8年度)から抜粋



移行可
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日本語教育の推進

地域日本語教室

オンライン教室

ICTを活用した多言語情報発信

SNSによる情報発信

基本施策について

令和9年4月～特定技能2号に移行する場

合、日本語検定N3の資格が必須

市内在住の外国人の国籍数

H29年 60 ⇒ R8年 71

技能実習⇒育成就労
滞在期限 3年
家族帯同 不可
日本語能力 N4

受け手のニーズに応じた情報発信

ICTを活用した多言語情報発信

SNSによる情報発信

特定技能１号
滞在期限 5年
家族帯同 不可
日本語能力 N4以上

特定技能２号
滞在期限 永住申請可能
家族帯同 可
日本語能力 N３必須

移行可

市内外国人人口多い順
1位 ベトナム   2位 中国
3位 フィリピン     4位 インドネシア
5位 ネパール

外国人 ≠ 英語が話せる

やさしい日本語の普及

職員向けの講座開催

市民向けの講演会等の開催

心のつながりを育む
コミュニケーション支援

今後、家族滞在
の方の増加も予
想されます
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基本施策について

安心して暮らせるための
生活支援

相談窓口の充実

オンライン相談

生活オリエンテーションの実施

テーマ別相談会、勉強会の開催

ライフステージに応じた支援

子育て支援

学校就学支援

就労支援

福祉支援

災害への備え

避難所外国人支援マニュアルの作成

防災意識の啓発

外国人市民の相談内容は、

複雑化となっている

○家族滞在の方の増加に伴い、

子育て、学校教育に関する支援が求め
られている
○1990年代に来日した日系の方々は、

高齢化が進んでいるため、介護・福

祉分野の支援が顕在化している

○自然災害の激甚化となっ

ている
○地震や台風などの自然災害

に対する知識や経験が少

ない
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基本施策について

共生社会づくりの推進

人権尊重の意識啓発

イベントや講習会の開催

国際視野の養成

中学生海外派遣事業

国際理解教育、英語教育

友好都市との交流

互いを尊重する意識づくり

人権尊重の意識啓発

日本人と外国人との交流の場づくり

外国人市民委員の参加の促進

多文化共生の担い手の育成

多文化共生サポーター認証制度

地域活動等への参加の促進

多文化共生の担い手の育成

多文化共生協力隊

多文化共生サポーター認証制度

地域イベント等の協力要員

○多文化共生のイベントに参加し
てくれるボランティアの方は今後

継続的に協力を期待する

○日本人市民アンケートでは、外
国人市民が、地域の交流参加する
ことに対して、好ましいと回答し

た割合は60.7％

毎年実施する自治会アンケートでは、
地域において、外国人市民に期待し
ている役割は、

・異文化交流のきっかけ
・新しい視点や発想の提供
などが挙げられる

世界経済フォーラムの「Future of Jobs 

Report 2025」では、企業が求める能力

として、

・多言語能力

・グローバルシティゼンシップ

が挙げられている



8

心のつながりを育む
コミュニケーション支援

安心して暮らせるための
生活支援

共生社会づくりの推進

日本語教育の推進

地域日本語教室

オンライン教室

やさしい日本語の普及

職員向けの講座開催

市民向けの講演会等の開催

相談窓口の充実

オンライン相談

生活オリエンテーションの実施

テーマ別相談会、勉強会の開催

ライフステージに応じた支援

子育て支援

学校就学支援

就労支援

福祉支援

災害への備え

避難所外国人支援マニュアルの作成

防災意識の啓発

国際視野の養成

中学生海外派遣事業

国際理解教育、英語教育

友好都市との交流

第３次上尾市多文化共生推進計画（案・修正後）

New!
New!

New! New!

基本理念

基本方針

基本施策

受け手のニーズに応した情報発信

ICTを活用した多言語情報発信

SNSによる情報発信

New!

互いを尊重する意識づくり

人権尊重の意識啓発

日本人と外国人との交流の場づくり

外国人市民委員の参加の促進

多文化共生の担い手の育成

多文化共生サポーター認証制度

地域活動等への参加の促進

New!
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